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公務公共サービス労働組合協議会

「地域主権」改革に対する要請について

日頃から、国民生活の安心と安全をはかるためご尽力されていることに対し、心から敬意を表します。

さて、地方分権改革推進委員会は先日、鳩山総理に対し税財政に関わる第４次勧告を行い予定した全ての勧告を終了しました。政府は、これら勧告を踏まえ地域主権戦略会議を設置し、「地域主権」に資する改革に関する施策を検討し実施する、としています。

私たち公務労協は、地方分権とは、社会経済情勢の変化に対応した形で国と地方自治体の行政の役割分担を見直し、その上で、より地域に密着した地方自治体が国民生活に不可欠な公共サービスを住民のニーズにそって遂行できるようにするもの、と考えています。

その意味で、臨時国会における鳩山総理の「『人間のための経済』を実現するために、私は、地域のことは地域に住む住民が決める、活気に満ちた地域社会をつくるための『地域主権』改革を断行します」との所信表明演説に賛同するものです。

一方、この改革では、国の権限などの地方自治体への移譲に伴う国の出先機関の廃止も想定され、該当職員は雇用不安を募らせています。また、受け入れ側の自治体にとっても、財政上の負担のあり方など様々な課題が生じるものとなっています。いずれにせよ、地方分権の本旨を踏まえた改革が重要であり、「行革、総人件費削減」を目的とした改革であってはなりません。

つきましては、今後の「地域主権」改革の検討にあたり、下記事項が実現されるよう要請いたします。

記

１．「地域主権」改革の検討にあたっては、公共サービス基本法の基本理念である、「安全かつ良質な公共サービスが、確実、効率的かつ適正に実施されること」を前提に、国と地方の役割分担の明確化、基礎自治体が担うべき事務や役割範囲の特定等を明確にして進めること。

２．国の出先機関の見直しに当たっては、政府の責任において国家公務員の雇用と生活を確保することを明確にした上で、人員移管の仕組み等の整備に万全を期すこと。

３．国の出先機関の見直しをはじめ、「地域主権」改革の具体化にあたっては、公務労協及び関係組合と十分な協議を行い、合意の上に進めること。

以上
